
　

・

・ １箇所（φ1650mm×2台,φ1200mm×1台,φ1000mm×1台）

・

(平成 年度) ・

・

・ １箇所（φ1500mm×3台,φ1200mm×1台）

・

(平成 年度) ・

・

・ １箇所（φ1500mm×3台,φ1200mm×1台）

・

(平成 年度) ・

（再評価時と再々評価時の比較）

導水路 　　11.4m

低地幹線排水路 ▲ 24.7m

事業番号　⑳

評価結果

作 成 年 月 日 平成 21 年

事業主体

11

補助

月 24 日

事 業 担 当 課 農村整備課

宮  城  県事 業 名 湛水
たんすい

防除
ぼうじょ

事業 　（槻木
つきのき

地区
　

） 補助・単独の別

施行地名
 しばたぐんしばたまちつきのき

管理主体 柴　田　町
　柴田郡 柴田町 槻木地内

根拠法令 土地改良法

事

業

の

概

要

事業目的

  本地区は、県南部の基幹河川である阿武隈川と白石川合流点の北部に位置し、南側は白石川及び

阿武隈川、北及び西側は丘陵地に囲まれた平坦な水田地帯である。地区の営農状態は、水稲を基幹

作物とし、畑作及び花き等の栽培を行っている。地形は西側から東側に1/3500程度の勾配を呈してい

る。

　本地区の排水は、左岸及び右岸低地幹線排水路に集水され、自然排水は調整水門にて五間堀川

へ、機械排水は四日市場排水機場にて阿武隈川へと排水されている。

　近年、宅地造成、工場等の進出による流域開発が著しく、流出量が増大しているとともに、排水本川

である五間堀川及び阿武隈川流域においても流域開発が行われ、水位の上昇や高水継続時間の増

大が見られることから、自然排水量の低下とポンプ能力不足による湛水被害が増大している。

　本事業において、排水施設を整備し、湛水被害を防止するとともに、農業経営の安定と地域住民の

生活環境の向上を図るものである。

事業内容

事業着手時
受 益 面 積 Ａ＝ 464.8 ha

排 水 機 場 Ｎ＝

導 水 路 工 Ｌ＝ 370.0 m

m

再 評 価 時
受 益 面 積 Ａ＝ 464.8 ha

7 低地幹線排水路 Ｌ＝ 1,700.0

464.8 ha

排 水 機 場 Ｎ＝

導 水 路 工 Ｌ＝ 256.0 m

267.4 m

16 低地幹線排水路 Ｌ＝ 1,858.0 m

再々評価時
受 益 面 積 Ａ＝

排 水 機 場 Ｎ＝

導 水 路 工 Ｌ＝

21 低地幹線排水路 Ｌ＝ 1,833.3 m

【事業内容の変更状況とその要因】

・導水路工の終点と、それに接続する低地幹線排水路の起・終点が移動した事による延長の増減。
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[ % ] [ % ] [ % ] [ % ]

＝（ － ） ／

＝（ － ） ／ ＝ ％

○事業費増減対照表

増     減

H21-H16

本工事費

　機場工 一式 一式 一式 一式 物価変動により0.7億円減

　導水路 物価変動により0.6億円減

事業量変更により1.3億円減

一式 一式 一式 一式

一式 一式 一式 一式

合　　計

※「工雑等」には、測量試験費、補償費、工事雑費、地方事務費を含む

事業番号　⑳

買収面積の増により0.1億円増

事

業

の

概

要

事 業 費

全　体　事　業　費
費　用　負　担　内　訳

国 県 市町村 その他(農家)

内用地費

事業着手時
49.8 億円 1.9億円

（平成7年度)

8

27.4億円 18.4億円

55 37 0

4.0億円 0.0億円

再 評 価 時
63.0 億円 7.3億円

（平成16年度)
34.7億円 23.3億円 5.0億円 0.0億円

再 々評 価 時
60.9 億円 7.4億円

（平成21年度)
33.5億円 22.5億円 4.9億円 0.0億円

22.3

事業着手時事業費

60.9億円 49.8億円 49.8億円

事業量

※事業費増加度(重点評価基準指標４)

再々評価事業費 事業着手時事業費

事業量

【事業費の変更状況とその要因】

・平成１６年度の再評価時の事業費は63.0億円であったが、物価変動と事業量変更により全体事業

費が60.9億円に減額となった。

事業着手時 再 評 価 時 再 々評 価 時

変更の主な理由（平成7年度) （平成16年度) （平成21年度)

事業費

78.1% 77.1% 75.5% 123.8%

事業量 事業費事業費 事業量 事業費

25.9億円 26.3億円 25.6億円 ▲ 0.7億円

38.9億円 48.6億円 46.0億円 ▲ 2.6億円

1833.3ｍ 7.5億円 ▲ 24.7ｍ

370.0ｍ 6.4億円 256.0ｍ 13.5億円 267.4ｍ 12.9億円

工雑等

18.3%

▲ 1.3億円

11.4ｍ ▲ 0.6億円

　低地幹線
　排水路

1700.0ｍ 6.6億円 1858.0ｍ 8.8億円

用地費

3.6% 11.6% 12.2%

1.8億円 7.3億円 7.4億円

0.4億円

100%

11.3% 12.3%

9.1億円 7.1億円 7.5億円

49.8億円 63.0億円 60.9億円

100% 100% 100%

▲ 2.1億円

▲ 4.8%

事業量等変更により0.4億円増

▲ 19.0%

0.1億円

⑳ - 2



・計画変更は，土地改良法に基づく事業計画の変更を示す。

・再々評価時の完成年度（H24年度）は、平成２１年度の総事業費改訂に際し見直し予定である。

※事業停滞年数(重点評価基準　指標１)＝　 年

※事業工期延伸度(重点評価実施基準　指標３)＝（変更後予定事業期間）／（当初予定事業期間）

（ ）

平成 年度までの ※（　）：前回再評価時

( ) ( ) ( ) ( )

億円 ％ 億円 ％

※事業工程乖離度(重点評価基準　指標２)

＝（累加投資事業費 ／ 現全体事業費 ）－（ 累加年単純割額 ／ 現全体事業費 ）

＝（ ／ ）－（ ／ ）

＝ － ＝ ％

公共事業予算の縮減及び旧排水機場等の施設撤去に係る他官庁協議に時間を要したことにより

事業工期が遅延している。

平成２２年度に排水路上流部の取付工を施工する。また、平成２１年度から平成２４年度にかけて

旧施設撤去を行い事業完了する予定である。

事業番号　⑳

92.0% 83.4%

【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】

【今後の進捗の見込み（事業スケジュール表後掲）】

56.0 92.0

8.6

事 業 採 択 年 度 H.

事業の進捗状況 規則第24条第1号関係

年度）

H.用地買収着手予定年度 H. 9 年度

7 年度

21

事 業 採 択 年 度

○事業期間

再　々  評  価  時

（平成 7 年度） （平成 16 年度） （平成

年度

年度

年度用地買収着手年度 H.

7

事 業 採 択 年 度 H. 7 年度

H.

9 年度

H. 7

9

H. 7

進捗率

H. 12 年度 完 成 予 定 年 度

工事着手予定年度 H. 7 年度 工 事 着 手 年 度

完 成 予 定 年 度 H. 24 年度

年度 工 事 着 手 年 度

計画変更実施年度 年度 計画変更実施年度

内用地費

7.4

H. 16

－

100

＝＝

年度

22

100

完 成 予 定 年 度

18 ）／（ 6

H.

H. 16

60.9億円56.0億円 60.9億円 50.8億円

○進捗率

37.5 59.5 7.3

事業費

事

業

の

概

要

用地買収着手年度

事 業 着 手 時 再  評  価  時

進捗率

21

年度

3.0
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事業番号　⑳

　本地区の受益地内では、ほ場整備事業「柴田地区」（Ｓ３９～Ｓ４６）、経営体育成基盤整備事業

「槻木地区」（Ｈ１０～Ｈ１９）が既に完了し大区画化、用排水路の整備、道路整備等が行われてお

り、町内でも農業に対する意識が高い地区であるが、地区内は低平地であるが故に洪水時に湛水

被害が生じている。そのため排水改良が地区の悲願となっており、本事業の早期完成への要望は

高い。

○地元情勢、地元の意見

○社会経済情勢

事

業

の

必

要

性

上 位 計 画 等

　関連事業としては経営体育成基盤整備事業「槻木地区」が平成１９年度完了しており、湛水防除事業
と一体となった基盤整備により次代を見据えた営農の確立を目指している。
　また、排水に関しては事業計画時点から五間堀川河川改修事業との調整を図っている。

事業を巡る社会情勢等 規則第24条第２号関係

事

業

の

概

要

施設管理の予定・管理状況

　排水機場については、ポンプ全４台が既に供用を開始しており、柴田町が運転及び管理を行っ
ている。また、排水路についても柴田町が管理を行っている。

事

業

の

有

効

性

事 業 効 果

○効果の発現状況

　排水路部分の導水路Ｌ＝267.4m、低地幹線排水路Ｌ＝1,833.3mはほぼ改修を終えており、改修前と比
べてその流下能力が向上し、貯留効果等により湛水被害の軽減効果が発現されている。
　また、平成２０年８月２９日から３１日にかけての豪雨の時には、既に設置を終えたポンプ１台を稼働さ
せ、湛水被害を防いでいる。

　現在の基幹排水施設は、昭和３２年～昭和４３年にかけて実施された県営かんがい排水事業「槻

木地区」により整備されたものである。

　しかし、近年、宅地造成、工場等の進出による流域開発が著しく、流出量が増大しているととも

に、排水本川である五間堀川及び阿武隈川流域においても流域開発が行われ、水位の上昇や高

水継続時間の増大が見られることから、台風、大雨時には農地及び道路の湛水被害が発生してい

る。そのため、地元からも本事業による排水設備の早急整備が要望されるなど高い関心事となって

いる。
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○経営体育成基盤整備事業

　また、排水機場及び排水路はほぼ完成しており、代替案は考えられない。

事業番号　⑳

11.0億円

・排水本川である五間堀川及び阿武隈川流域において、水位の上昇や高水継続時間の増大
により、相対的な排水能力不足による湛水被害が発生していた。しかし、今回、ポンプ排水能
力がＱ＝6.5m3/secから３倍のＱ＝19.5m3/secの排水量となり、農業被害及び宅地や公共施
設への湛水被害が防がれる。

事

業

の

有

効

性

事

業

の

効

率

性

関連事業の概要・進捗状況等

　関連事業としては、前述の経営体育成基盤整備事業「槻木地区」が平成１９年度に完了しており、
湛水防除事業と一体となった基盤整備により次代を見据えた営農の確立を目指している。
　また、排水に関しては、事業計画時点から五間堀川河川改修事業と調整を図っている。

地区名 工期

　◇既設護岸の有効利用

　 　排水機場の樋管工事の際に仮締切護岸に使用した連節ブロックを旧排水機場撤去後の護岸工に

　流用することにより資材費の節減を図る。

　◇掘削残土の再利用

　 　導水路等の掘削残土を旧水路埋立に転用することにより材料費の節減を図る。

　◇既設サイフォンの再利用

　 　既設サイフォンについて再調査し検討した結果、既設利用可能となったので継続使用とする事に

　 より改修工事費の節減を図る。

代替案との比較検討 規則第24条第3号関係

　本事業は、「土地改良法」に基づき事業参加者の同意のもと事業を実施している。
　施設の位置や内容について、公告縦覧した上で同意を得ており、計画変更においても事業内容の変
更及び事業費の増額について同意を得ている。
　また、河川改修計画及び阿武隈川、国道を管理する国土交通省との協議等により、現在の計画が最
適であると考える。

コスト縮減計画 規則第24条第4号関係

槻木 H10～H19 100%

事業費 事業内容

事 業 効 果

A=48ha

受益面積

48ha

○想定される事業効果

進捗率
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建設費

本事業費

関連事業費

年総効果額

　　①農作物被害額

　　②農地被害額

　　③農業用施設被害額

　　④その他被害額

　　⑤公共建物被害額

　　⑥住宅被害額

　　⑦道路被害額

　　⑧その他被害額

費用便益比（Ｂ／Ｃ）

： 米、野菜等に区分し、湛水深、湛水面積を算出し被害額を算定

：

：

・ 建設費用は、物価変動、事業量変更、コスト縮減により減額となった。

・ 農作物被害額は、農産物価格及び反収、作付け面積が変更となったことにより減額となった。

・ 農地及び農業用被害額は、復旧額を現在単価に見直したことにより増額となった。

・ 公共用施設及び住宅被害額は、現在単価に見直したことにより増額となった。

・ 費用便益比は、評価額を現在価値で算出したところ低下した。

農作物被害額

農地及び農業用施設被害額

費用対効果 規則第24条第5号関係

事業番号　⑳

根拠マニュアル： 土地改良の経済効果 【農林水産省構造改善局計画部監修】　（平成９年版）

区　　　　　　分
事 業 着 手 時 再 評 価 時 再 々 評 価 時

基準年(平成7年) 基準年(平成16年) 基準年(平成21年)

費
用
項
目

4,982,000千円 6,301,900千円 6,091,900千円

4,982,000千円 6,301,900千円 6,091,900千円

－ － －

－ －

総費用 4,982,000千円 6,230,313千円 6,450,427千円

１．農業被害額 4,459,999千円

維持管理費 －

現在価値（Ｃ） 4,982,000千円 6,230,313千円 6,450,427千円

5,618,063千円 6,446,051千円 6,526,620千円

809,014千円1,872,795千円 876,383千円

4,555,891千円 4,600,432千円

2,849,955千円 2,897,013千円

38,966千円 26,415千円 27,055千円

867,350千円405,613千円 803,138千円

1,158,064千円 1,890,160千円 1,926,188千円

【前回再評価時との違いの要因】

公共用施設及び住宅被害額

事

業

の

効

率

性

1.13 1.03 1.01

現在価値（Ｂ）

－ － －

5,618,063千円

便
益
項
目

2,595千円

２．非農業被害額

農地防災事業便覧 【農地防災事業研究会編集】（平成10年度版）

被害実績から推定し、必要単価は過去の実績によるほか、建設の災害査
定基準等により算定

【便益の概要，主な算出根拠等】

－ － －

2,142,625千円

・　事業効果は、事業実施によって防止し得る湛水被害の予想被害額であり、現況において計画基準降
雨が降った場合に予想される湛水区域における被害額（事業実施により防止し得るものに限る。）を過去
の被害実績を勘案して決定している。
・　被害額は、農業部門と非農業部門とに分けて計上し、農作物については被害額、農地、農業用施設、
公共施設、住宅その他については、原則として復旧額を計上している。

※土地改良法上の事業計画における経済効果の数値を記載している。
　なお、効果は、算出時に現在価値化している。また、総事業費は、各年度毎の事業費を現在の価値に
換算しているので、調書記載の事業費とは異なる。

農地流亡、埋没、用排水路の決壊、法崩れ、水路内堆砂、道路決壊、路
肩法崩れ、橋梁流出などに分類し、被害実績から推定して復旧額を計上

101,574千円 110,160千円

1,155,469千円 1,788,586千円 1,816,028千円

6,446,051千円 6,526,620千円
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・なし

再評価実施年度 平成１６年度

答申 継続妥当

条件 なし

１　審議対象事業の実施に関する意見

別紙意見

２　今後の事業実施に関する意見

評価結果 事業継続

対応方針 なし

１　審議対象事業の実施に関する意見への対応方針

別紙意見

に対する

対応方針 ２　今後の事業実施に関する意見への対応方針

事　業　継　続
総
合
評
価

対応方針

　農道及び国土交通省事業と関連する農地防災事業の費用対効果分
析は、国土交通省の事業評価手法を用いた分析も併せて行うこと。

　五間堀川河川改修事業との調整に努め効率的な整備の推進を図るこ
と。

　当該事業と五間堀川河川改修事業の施行に当たっては、今後とも関
係各課の連絡・調整を適時適切に行い、効率的な整備の推進に努め
る。

再

評

価

部

会

意

見

へ

の

対

応

状

況

再評価実施状況

現在の対応状況

環

境

へ

の

影

響

と

対

策

地域指定状況等

影響と対策

事業番号　⑳

　本地区での聞き取り調査及び地元小学校の魚類等水棲生物調査によれば、排水路にはウグイ、ドジョ
ウ、フナ類の生息が確認されている。そのため水路の改修は、護岸を２面張りとして水路底を土底として
いる。
　さらに施工に際しては、低騒音・低振動型の機械を使用し動物等の生息環境に配慮している。

１．審議対象事業の実施に関する意見への対応状況
　五間堀川河川改修事業の上流区間の施行は、現在のところ未定であり、当該地区の事業内容と調整し
て河川改修事業の実施計画を立てて進める予定となっていることから、今後とも関係各課の定例的な調整
会議等において連絡・調整を行い、効率的な整備の推進に努めることとしている。

２．今後の事業実施に関する意見への対応状況
　当該地区の費用対効果分析については、農林水産省の基準で算出しているが国土交通省の事業評価
手法である河川改修事業と同様の手法により費用対効果分析も併せて行ったところ、費用便益費は3.56と
なった。

　農道及び国土交通省事業と関連する農地防災事業の費用対効果分
析については、農林水産省の基準で算出しているが、国土交通省の事
業評価手法を用いた分析も併せて行うよう努める。
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価
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果
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事業番号　⑳

当　　初

排水路工

ｻｲﾌｫﾝ工

排水路工

ｻｲﾌｫﾝ工

当　　初

ＪＲ上下流部

ＪＲ横断工

旧体撤去

ＪＲ上下流部

ＪＲ横断工

旧体撤去

当　　初

吸水槽

吐出水槽

遊水池

機場建家

機械設備 ポンプ設備

旧体撤去

吸水槽

吐出水槽

遊水池

機場建家

機械設備 ポンプ設備、除塵機

旧体撤去

当　　初

再評価時(H16)

再評価時(H21)

当　　初

再評価時(H16)

再評価時(H21)

当　　初

再評価時(H16)

再評価時(H21)

事
　
　
　
業
　
　
　
ス
　
　
　
ケ
　
　
　
ジ
　
　
　

ュ
　
　
　
ー
　
　
　
ル
　
　
　
表

Ｈ２０項　　　　目 Ｈ７ Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１９Ｈ１１ Ｈ１７ Ｈ２１ Ｈ２４ 記　　事

排水路工 再評価時(H16)

再評価時(H21)

Ｈ１５Ｈ１６ Ｈ２２Ｈ２３Ｈ１８Ｈ１３Ｈ１４Ｈ１２

排水樋管工

導水路工
再評価時(H16)

再評価時(H21)

⑳ - 8

機場工

再評価時(H16)

再評価時(H21)

測量試験

用地買収補償








